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Intelligent 'fransport Systems) は，近年様々な形のサービスとして実用化されて
おり，運転者の負担を可能な限り軽減することによる交通事故の解消や運転者の安





(ICT : Information and Commllnication Technology) を核とした図1.1に示すよう
な様々なサービス展開及び図1.2のようなサービス形態が想定されている.
ITS の最初のサービスとして 2001 年 3 月に運用が開始されたノンストッフ。自動
料金収受システム (ETC: Electronic Toll Collection system) [4] は，その利用者が
増加の一途をたどっており，料金所における渋滞の緩和や環境問題の改善に確実な
効果が現れている [5]. ETC で用いられている路車開通信 (RVC : Road-to-Vehicle 
Commllnication) システムは， 1997 年 11 月に電波産業会 (ARIB : Association of 
Radio Indllstries and Bllsinesses) において策定された標準規格ARIB STD-T55[6] 
に基づいて構築されており， 5.8GHz 帯の周波数を用いて最大 1Mbps の通信が可
能である.また，伝送速度の高速化ならびに狭域無線通信の利用可能性老広げる
目的として， 5.8GHz 帯での双方向通信が可能な狭域無線通信 (DSRC : Dedicated 
Short Range Commllnication) 技術が 2001 年 9 月に標準規格 ARIB STD-T75[7] 
として電波産業会において策定され，後に国際標準化された. DSRC では，最大
4Mbps の信号伝送速度で約 30m の範囲での通信が可能であり，この技術を適用し
たスマートインターチェンジ、の設置[司，パーキング、エリアやガソリンスタンドにお
ける自動料金収受 [9] ， [10] などが実験的に開始されている.さらに，これらのサー
ビスを含めた将来の複数のアプリケーションに対応可能な ITS 車載器 [11] を始め
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z 事 I 箆騨岩
1.1 高度道路交通システム 3 
(a) 路車問通信 CRVC) ネットワーク
(b) 車車開通信 CIVC) ネットワーク
(c) 車車問・路車問通信 CIVC-RVC) 融合ネットワーク
図1.2 高度道路交通システム CITS) のサービス形態
運転者の意思判断を含めた車両走行状態の情報を共有するための技術の 1 つとし
て，車車問通信 CIvC : Inter-Vehicle Communication) 技術に関する様々な研究開






の基盤技術となることが期待されている [25] ， [26].
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さらに， 1TS の最終目標として掲げられている完全自動運転のために必要不可欠
となる走行支援道路システム (AHS: Advanced cruise-assist Highway Systems) の
確立のためには，緊急を要する情報を始めとした安全運転支援のための様々な情報















また，次世代 1TS の国際標準案として国際標準化機構 (1SO: 1nternational Orｭ
ganization for Standardization) の専門委員会において検討されている中広域無線
通信規格 (CALM: Communication Air interface for Long and Medillm range) [38] 
では，車車問・路車開通信融合ネットワークの実現により運転者にとってさらに利
便性の高い 1TS サービスが実現できることを目指しており， DSRC との親和性を





イは，光ファイバやセンサ等を扱う情報ネットワーク基盤 (information network 
devices) ，各車両のプローブ情報等を扱うデータ基盤 (data storage devices) ，及
1.1 高度道路交通システム 5 
















ト COBU:On-Board Unit) における車載アンテナの間での高速かつ高品質な無線
通信技術が必要とされる.また，交通事故情報等の緊急を要する情報の送受信は，
可能な限りリアルタイムに行われることが望ましいため，道路を走行中の車両が継
6 第 1 章序論
続しで情報の送受信を行える環境を構築する必要がある.しかしながら，マルチパ



























変調方式 [52] を路車問通信システムに適用することが考えられる [53] ， [54]. すなわ
1.2 通信遮断に関連する従来研究と技術課題 7 




上を図ることができるわけである.先述のように， DSRC の標準規格では QPSK









と言える.複数の RBS を用いて 1 つの路車問通信セルを構築する分散アンテナシ













































































gram) を図 2.1に示す [69卜道路上の車両は各々の希望速度や加減速をもって走行
しており，その振舞いは車種や運転者によって様々である.このような車両の集団
としての流れを交通流 (traffic flow) と呼び，その統計的性質は様々な確率分布に
よって表現されるが，この指標を与えるための測定手段として地点観測及び区間観
測という 2 種類の手法がある.
地点観測とは，図 2.1において，時間間隔 T[sec] の間に地点 P を通過する車両
の状態を観測する手法である.この観測方法を行うことにより，先行車両と後続車
両の聞の車頭時間 (time headway) 穴i[sec] 及ひ、各車両の地点速度的[m/s] が得られ，
これらの情報から交通流に関する統計量として時間平均速度 (time mean speed) 
や交通量 (tra田c volume) が求められる.ここで，時間平均速度とは，観測地点
を固定して一定時間内に計測された地点速度の集合平均値のことである.また，交
通量とは道路のある地点をある時間内に通過する車両数のことであり，これを単位
時間当たりの車両数として正規化したものを交通流率 (flow rate) という.すなわ
12 第 2章路車問通信システム
??? ? ??
。 t t+8t T 
Time 一一+
図 2.1 車両走行に関する時空間図
ち，図 2.1の地点 P において時間間隔 T[sec] の聞に通過した車両が nT[veh] であれ
ば，交通流率 q[veh/sec] は nT/T となり，観測時間 T[sec] は個々の車両の車頭時
間1"i[sec] の総和であるから，交通流率 q[veh/sec] は次式に示すように平均車頭時間
千[sec] の逆数となる.
q= 竺=ヱT_ = ?[veh/sec] 
T Li1"i 
(2.1) 
区間観測とは，図 2.1において，ある時刻 t[sec] において一定区間 X[m] の道路に
おける車両の状態を観測する手法である.この手法を用いて，時刻 t[sec] および微
小時間ð"t[sec] 後すなわち時刻 t+ 8t[sec] の道路の状態を比較することにより，先行
車両と後続車両の間の車頭距離 Cheadway) xj[m] 及び各車両の位置変化 8xj[m] が
得られ，これらの情報から交通流に関する統計量として空間平均速度 Cspacemean 
speed) や交通密度 (tra田c density) が求められる.ここで，空間平均速度とは，道
路延長方向の一定区間内においてある瞬間に存在する車両の地点速度の集合平均
値のことであり，交通密度とは単位長の道路 1 車線あたりに存在する車両数のこと
である.また，図 2.1の区間観測において時間軸上の時刻 t[sec] において一定区間
2.2 道路交通流 13 
X[mJ の道路上に存在する車両の車頭距離 Xj[mJ の合計は区間長 X[mJ に等しいの
で，この区間長に存在する車両の台数を nx[vehJ とすれば，交通密度 d[vehjmJ は
次式に示すように平均車頭距離王[mJ の逆数となる.





交通密度 d[vehjmJ を用いて ãvs [刊hJ と表されるので，交通流率 q[vehjsecJ は
q = 縋s[vehjsecJ (2.3) 
と表現できる.この式は，平均速度，交通密度，及び交通流率の聞に常に成り立つ
関係であり，交通流率が一定のもとでは平均速度と交通密度の聞に強い負の相関関
係があることが経験的に知られている [70]， [71J. 乙れは，運転者は走行速度が速く
なるほど安全性を保つために車間距離を大きくとる傾向があり，平均速度が大きく
なるほど交通密度が小さくなることに起因している.これらの相互関係を模式的に
示すと図 2.2のようになる [71J ・
式 (2.3) 及び平均速度と交通密度が負の相闘をもっということより，交通流率
が最大となる臨界点 qc[vehjsecJ が存在することが分かる.このときの交通密度と
平均速度をそれぞれ臨界密度 Ccritical density) dc[vehjmJ 及び臨界速度 Ccritical
speed) 叫mjsecJ と呼ぶ.一方，克直密度が o[vehjmJ となるときの平均速度を自由
速度 Cfree speed) ，平均速度が o[mjsecJ となるのときの交通密度を飽和密度 Cjam
density) といい，それぞれり[mjsecJ 及び dj[vehjmJ で表される値となる.
道路交通流は，臨界点を境界としてその状態が大きく変化し，臨界点よりも交
通密度の小さい状態は自由流 Cfree flow) または非渋滞流 Cnoncongested flow) , 
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象とみなすことができ，車両の到着としてポアソン分布 (Poisson distriblltion) が
適用できる.このとき，車両の流れを単位時間当たり平均 m[veh] の車両が到着す
るランダム過程であるとすると，ある時刻 t[sec] までの聞に η[veh] の車両が到着す
る確率 P(n， t) は，
(mt)n _ P(吋)=ヲ「ε (2.4) 
と表される.これより，ある時刻 t[sec] までの聞に車両が到着しない確率 P(O， t) と
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その余事象すなわちある時刻 t[sec] までの聞に少なくとも 1 台以上の車両が到着す
る確率 P(t) は，それぞれ次のようになる.
P(O , t) = e-mt 
P(t) = 1-e-mt 
(2.5) 
(2.6) 
ここで，式 (2.6) は車両の到着間隔が t[sec] 以下である確率に相当し，車頭時間間
隔 t[sec] の累積分布関数 CCDF : Cumulative Distribution F\mction) となる.従っ
て，車頭時間間隔 t[sec] の確率密度関数 CPDF:Probability Density F¥mction) j(t) 
は，平均が μ = l/m， 分散が σ2 = 1/m2 である次のような負の指数分布 Cnegative
exponential distribution) となる.





exponential distriblltion) を用いる場合がある [71].
一方，交通量が多くなり道路が混雑してくると，先行車両に後続車両が追従し
て走行する傾向が強くなる.また，最小車頭時間間隔のばらつきが大きくなること
などから，アーラン分布 CErlang distribution) が実際の車頭時間間隔により適合
する分布として知られている [69]~[74]. ある時刻 t[sec] までの聞に k[veh] 以上の
車両が到着する確率 P(t) は，式 (2.4) を η について [k ， ∞]の範囲で合計して
∞ (mt)n ト~ (mt)n _ 印)=E7e-~-お7e (2.8) 
と表され，これは k[veh] 以上の車両が存在している時間間隔 t[sec] の CDF となる.
従って，この時間間隔 t[sec] の PDF は，平均が μ =k/m， 分散が σ2 = k/m2 であ
る次のようなアーラン分布となる.
dP(t) _ m,ktk-l ~-mt 
j(t) = 一一=一一-.-_e
dt (k -1)! 
(2.9) 
ここで ， k はアーラン分布の位相パラメータとなり ， k = 1 の場合が指数分布とな
るなど ， k の値のとり方により様々な追従状態にある車頭時間分布を表現すること
16 第 2章路車問通信システム
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shifted exnonential distributio姐 I I 
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により，これらの分布はピアソン E型分布 (Pearson type II distribution family) 





















リオデ、イツクスキャニング (periodic sc叩ning) 方式や，個々の車両の速度や加速
度を変更するといったような事象の生起を追跡するイベントスキャニング (event
scanning) 方式によるシミュレーシヨンが多く用いられる [69]. 本論文では，この
うちピリオデ、イツクスキャニング方式によるシミュレーションを採用する.
図 2.4に，本論文で用いる車両トラヒックの統計モデ、ルを示す.本モデルでは片
側 3 車線の道路を仮定し，路側に最も近い車線を第 1 車線，中央分離帯に最も近
い車線を第 3 車線と定義する.また，次の 3 つのパラメータを用いて交通流を特
徴付ける.まず\同一車線を走行する車両の速度 v[kmjh] を車線間で変化させる.
次に，各車線の車頭時間(図 2.4中の η[secJ)の分布に，確率密度関数が
(kjμ)k ・ 1p(η)= 一一-ri(k -1)1 也 (2.10) 
で与えられるアーラン分布を導入し [73]，これに基づいて車間距離を変化させる.






















ているため，周辺車両等が比較的少ない環境では， RBSからの直接波 (directpath) 
及び路面反射波 (ground-reflection path) の 2 波が受信点ヘ到来する 2 波電波伝搬
モデル (2-ray radio propagation model) が適用される [77] ， [7司.図 2.5に，直接波
2.3 道路交通環境下の電波伝搬 19 
direL't pllth --¥ 
図 2.5 2 波電波伝搬モデル
と路面反射波の 2 波を仮定した電波伝搬モデルを示す.また図 2.6に，直接波と路











導入すると，直接波及び路面反射波による受信電界強度 Ed' El はそれぞれ
Ed = Dゆ)D2(白)匂 (2.12)
rd 
El = RgDl(β)D2(β)el = _~ RlDl(β)D2(β)匂 (2.13)
rl 
で与えられる.ただし . Dl(白)及び D2(白)はそれぞれ路側アンテナにおける直接波
出射方向(図 2.6の角度 α の方向)及び車載アンテナにおける直接波入射方向の指









E2r叩 = Ed 十 El位P{-存(rz 一向)}
= Dム1巾刷(伊例ωa吋)D2附+ 子R品tρ:lD1ムl(ß伊Mβ
1l 、八 J
r _ rd _ _ ( 2πn 
= e匂d lD円門ムDl(糾ω白叫)Dん2仰刷(0:例白吟)+ 二R品tρlDlム1叩(伊Mβ
となる.ただし，入は波長である.ここで . E2ray と ed の比をとると





九 = PtGtGr (品r
と表せる [79J ので，式 (2.15) 及び式 (2.16) より
乃恥r叫仰 = 九問Gtιペι (式)山21Vhい|いh怜Dム恥l(恥ω(0:
(2.16) 
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一 乃GtG仏γ1 -:1.ムAと斗)21Dd 十J2hR1ρ山D
\吐刊 rd/ I rl -l 八 )1 
= PtGtGr IDd (式)十品Dl (利低P{-中η _rd)}/2 (2.17) 










図 2.7に，直接波，路面反射波，車両反射波(vehicle-児島ction path) ，及び回
折波 (diffraction wave) を仮定した電波伝搬モデルを示す.ただし，車両反射波と
は，受信点に到来する電波のうち隣接車線を走行する車両の側面において反射され
た電波とする.
前項で述べた 2 波電波伝搬モデルに車両反射波を導入するには，式 (2.17) に車
両反射波による受信電界をベクトル的に加えればよい.すなわち，直接波，路面反
射波，及び車両反射波による総合受信電力乃+1 は次式で与えられる.
I~ (入、よ、/入、( .2π) 12 f五+1 = 乃GtGr IDd 1 ~ I +ヲ-=RliDliI ~ I exp ~-j一(rli -rd) ~I (2.18) 十 I~a \4πrd) 白色川知rli) ~...t' l 入 )1
ここで ， Dli は路面及び車両反射波に対する指向性利得， rl i は路面及び車両反射波




















用する.図 2.8(a) に. 3 次元の幾何光学近似を用いた場合の大型車両の車体稜線に
おける電波回折モデルを示す [87]. 多重回折波が有する電力は非常に小さいため，
これを無視できるものとする場合，回折波により得られる電力乃:iff は


































ここで， C(ν) 及び S(ν) はそれぞれフレネル余弦積分及びフレネル正弦積分であ
る.また. 1/ はクリアランス係数であり，図 2.8(a) 中の db d2 • 及び余剰高 he を
用いて次式で表される.
ν = he (2.21) 
クリアランス係数 ν に対するナイフエッジ回折損 Patt の変化の様子を図 2.8(b) に










l Pdiff [dBmJ 
(w / direct and/or reflection path) 




モデルを示す.路車問通信を行う車両を対象車両 (target vehicle) と呼び，路側ア
ンテナと対象車両の車載アンテナの見通し線を遮る位置に存在する車両を遮へい車
両 (0bstrllction vehicle) と呼ぶ.本モデルでは， RBS は路側または中央分離帯に
等間隔に配置されており，隣接する RBS で区切られた各々の区聞を. 1 つの RBS
がカバーする通信ゾーン (commllnication zone) と定義する.また，路側アンテナ
は最大放射方向が通信ゾーンの中心すなわち第 2 車線における通信ゾーンの中点に
位置する方向となるように，方位角。及び傾斜角ゆを次のように設定する.
-1 (ws + 3/2 xω1 
11 11radl 
¥ L/2 J '> l. \~I '" / (2.23) 
=t加 1 I 二午 I [rad] 
¥ L/2 J 
ただし， ωs' ω1. んはそれぞれ路側または中央分離帯幅，車線幅，路側アンテナ高
であり.L は隣接する RBS 間の距離である.また，車載アンテナは各車両のダッ
シュボード上に設置されるものとする.
2.5 通信遮断の定義
本論文では，対象車両における受信CNRが所要誤り率 (BER:Bit Error Rate) 
を達成するための所要値を下回るとき，これを通信遮断と定義し，通信遮断の発生
頻度を表す通信遮断率 (LBR : Link-Blocking Rate) PL を次のように定義する.
/通信ゾーン通過時の通信遮断継続時間の総和\
PL = ¥ 通信ゾーン通過時間 ) (2.24) 
ただし.(-)は全車両の集合平均である.
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ゴvehicle position 1m] 4二温→
図 3.1 ある車両における受信信号電力の変動例
(a) 領域 A (b) 領域 B
(c) 領域 C (d) 領域 D
図 3.2 ある車両における無線通信環境の時間変化
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ー領域 B
直接波及び路面反射波は，第 1 車線を走行する車両(遮へい車両)によって

















現する手法の 1 つに，情報信号の変調方式として直交振幅変調(QAM : Quadrature 
Amplitude Modulation) 方式を用いる方法がある. QAM は，搬送波の振幅と位相








。 5 10 15 20 25 30 
mean CNR Y [dB] 
図 3.3 直交振幅変調方式の BER
で与えられる(付録B参照) .ただし， γ は平均CNR， M は変調多値数である.こ
れより， QPSK (M=4) , 16QAM (1\11=16) , 64QAM (1\1 =64) の BERを図示す





































o 10 20 30 40 50 
vehicle position [m] 
(a) ある車両における受信信号電力の変動例
S 1.8 ~ .a 1 “ l iJl ???円山?!b
1.2 .
'l:I n 二 I 64QAMー「
s;:;I二二千二二二二三""
~ 0.4 ~ 風一
~ 0.2 ~ 
vehicle position 1m] 
(b) 正規化受信信号量の累積値
図 3.4 適応変調方式の適用効果
同図より，対象車両の位置が 10m から 40m の区間は回折波による弱い受信信
号電力が得られているが，このうち 10m から 20m の区間では受信信号電力が特
に弱く，いずれの変調方式を用いても所要 CNRを下回ってしまうため受信信号量
は増加しない.一方，車両位置が 20m を超えると QPSK を用いた場合のみ信号
の受信が可能となる.また， 16QAM 及び 64QAM を用いた場合では，回折波によ
32 第 3章適応変調を用いた通信遮断解消技術
る弱い受信信号電力のみが得られる 10m から 40m の区間では非通信状態となる.
しかしながら，対象車両の位置が 40m を超えると受信信号電力が大きくなるため，
16QAM と 64QAM を用いた場合ともに信号の受信が可能となるが， 16QAM を用
いた場合は QPSK を用いた場合よりも受信データ量の総和は少なくなっている.
これに対し， QPSK, 16QAM, 64QAM を受信信号電力に応じて適応的に切り
替える適応変調方式を用いた場合，車両位置が 20m から 40m の区間では受信 CNR




























Lane width， ωI 
τransmitted frequency, f 
VTransmitted power, Pt 
Antenna configuration 
Antenna gain, Gt 
Antenna height, hb 
Deployment interval, L 
Antenna con五guration
Antenna gain, Gr 
Bandwidth, B 




( 時竺Required power) 卜.で
I 64QAM 











5m or 10m 






12.6 dB (-84.2 dBm) 
19.5 dB (-77.3 dBm) 





(Std) 4.5 m, (Lrg) 10.0 m 
(Std) 2.5 m , (Lrg) 2.5 m 
(Std) 1.5 m, (Lrg) 4.0 m 
(Std) 1.0 m, (Lrg) 2.5 m 
Std: Standard-sized vehicle, Lrg : Large-sized vehicle 
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表 3.2 交通流に関するパラメータ
Lane L_~~~_1 I Lane 2 I Lane 3 
Mean vehicle speed 80 km/h 90 km/h 100 km/h 
Free Mean time headway 4.0 sec 3.0 sec 2.0 sec 
flow Phase (Congestion factor) 4 3 2 
Large-sized vehicle rate (LVR) 0.7 0.5 0.3 
Mean vehicle speed 10 km/h 15 km/h 20 km/h 
Congested Mean time headway 5.0 sec 5.0 sec 5.0 sec 
fl.ow Phase (Congestion factor) 6 6 6 
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required CNR [dB] 
(b) L=100m 
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40 35 30 25 20 15 
required CNR [dB] 
(b) L=100m 
所要 CNR に対する通信遮断率(Free flow, hb=10m) 図 3.6
3.3 シミュレーション 37 
1 
RBS 1011. J lon.2 lane J lan..'I RBS lan.! lane 2 lali!.'l 
(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C
図 3.7 見通し線の存在限界
ことにより，第 2 車線及び第 3 車線においては，路側アンテナ高を高くすることで
通信遮断率の低減が得られることが分かる.これは，路側アンテナ高を高くするこ
とで，対象車両から路側アンテナを見通すことができる可能性が高くなるからであ
る.特に，図 3.7に示したように，路側アンテナ高を 10m にすることによって第 1
























一方，第 1 車線においては路側アンテナ高が 5m の場合に僅かながら車両反射
波による効果が見られる場合がある.これは，異なる経路を通った車両反射波すな
わち第 2 車線及び第 3 車線から到来したものを同時に受信できる可能性が高くな






次に，図 3.5及び図 3.6各々の“w/ v-ref." と“w/ v-ref. & diff."を比較すること





した場合の第 2 車線における通信遮断率は，第 1 車線の大型車両における回折波を
考慮することにより第 1 車線よりも低い値が達成されている.
また，路側アンテナ高が 5m のとき，所要 CNRを低くするに従ってます、第 3車
線の通信遮断率が徐々に低減され，次いで第 2 車線の通信遮断率が低減される.一
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11 15. 
lnne3 
(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C
図 3.8 車両反射波の存在限界
RBS /，必nel ~ne2 ~ne3 
(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C
図 3.9 車両の位置関係に対する余剰高の変化
路側アンテナ高が低いときは，第 2 車線及び第 3 車線における通信遮断は，と




ンテナ高が高いときは，第 2 車線における通信遮断は第 1 車線の大型車両によるも
の，また第 3車線における通信遮断は第 2 車線の大型車両によるものがそれぞれ支
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40 35 30 25 20 15 
required CNR [dBl 
(b) L=100m 
所要 CNR に対する通信遮断率 (Congested f1.ow, hb=5m) 図 3.10
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required CNR [dB] 
(a) L=50m 
1 










口 w/v-ref. & dif. 
35 40 15 20 25 30 
required CNR [dB] 
(b) L=100m 
図 3.11 所要 CNR に対する通信遮断率 (Congested flow, hb=10m) 
3.3 シミュレーション 43 
3.3.2.2.2 車両反射波及び回折波に対する通信遮断率特性
まず，図 3.10及び図 3.11各々の "2-ray" と“w/ v-ref."を比較することにより車
両反射波に対する効果をみてみると，第 1 車線及び第 2 車線において通信遮断率








次に，図 3.10及び図 3.11各々の“w/ v-ref." と“w/ v-ref. & diff."を比較するこ
とにより回折波に対する効果をみてみると，第 2 車線及び第 3 車線において回折
波の効果がよく現れていることが分かる.すなわち，路側アンテナ高が低いとき
は，所要 CNR を低くするに従って第 3車線の通信遮断率がまず低減され，次いで
第 2 車線の通信遮断率が低減されている.一方，路側アンテナ高を高くすると，所






きな値となる.よって，第 1 車線における対象車両の通信遮断率は所要 CNR を低
くしてもほとんど低減されない.












次に，各図の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナが高い場合，通信ゾーン
を 100m から 50m とすることで，第 1 車線を走行する全車両の 99%以上の通信遮




第 3車線の通信遮断継続時聞が他の 2 車線と比べて最も悪くなっていることが分か
る.これは，第 2 車線を走行する車両は第 1 車線の大型車両によって通信遮断が引
き起こされるのに対し，第 3 車線を走行する車両は第 1 車線と第 2 車線の大型車
両によって通信遮断が引き起こされ，その確率が高くなるためである.一方，路側
アンテナ高が高くなると，第 2 車線を走行する車両は幾何学的位置関係により第 1
車線の大型車両からの通信遮断を全く受けなくなり，自車線を走行する大型車両か
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図 3.14 通信遮断継続時間の累積確率分布 (Congested flow, hb=5m) 
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required CNR=12.6dB I 
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通信遮断継続時間の累積確率分布 (Congested flowヲ九=10m)図 3.15






次に，各図の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナが高い場合，通信ゾーン












布を示す. DSRC の標準規格では，変調方式として QPSK を用いた場合の信号伝
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次に，図 3.16の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 5m の場合に通信










ると 64QAM のときと比較して最大1.17 倍となることが分かる.これは，路側ア
ンテナから遠く離れた車両は直接?肋t遮へいされ回折波のみが到来する場合が頻繁
に発生するので，適応変調方式の効果がより顕著に現れているためである.
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また，図 3.17の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 10m の場合に通信






次に，車線毎の実効伝送速度の特性を比較すると，図 3.16における第 2 車線の
実効伝送速度が他の 2 車線と比較して特に低下していることが分かる.これは，路











度を表 3.3に示す.同表より，適応変調方式を用いた場合の 64QAM に対する平均
実効伝送速度の改善効果は，路側アンテナ高によらず大きく得られることが分か
る.また，車線毎に比較すると，適応変調方式を用いた場合の平均実効伝送速度の
改善効果は第 1 車線ほど小さく第 3 車線ほど大きいことが分かる.さらに，通信
ゾーンを拡大することで平均実効伝送速度はより大きく向上でき，例えば，路側ア
ンテナ高が 5m の場合の普通車両においては，通信ゾーンが 50m のときに適応変
調方式を用いることで，第 1 車線で1.05 倍，第 3 車線で1.19 倍となったものが，
通信ゾーンを 100m とすれば適応変調方式を用いることで，第 1 車線で1.15 倍，第
3 車線で1.30 倍にまで向上できる.
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表 3.3 平均実効伝送速度(Free 畳ow)
(a) L=50m 
RBS height 5m 10m 
I Modulation n帥od 64QAM adaptive 64QAM adaptive 
Lane 1 10.76 11.30 10.28 11.10 
Lane 2 8.47 9.24 8.84 10.08 
Lane 3 7.94 9.49 7.67 9.17 
[Mbps] 
(b) L=100m 
RBS height 5m 10m 
1 M吋ulation metho 64QAM adaptive 64QAM adaptive 
Lane 1 8.44 9.74 8.68 10.12 
Lane 2 6.19 7.31 8.62 10.26 




















速度の値が OMbps から各変調方式の最大実効伝送速度 (QPSK: 4Mbps, 16QAM: 







合，第 2 車線及び第 3 車線の実効伝送速度が第 1 車線の値と比較して大きく低下
していることが分かる. 3.3.2項や 3.3.3項ですでに述べたように，第 1 車線は自車
線を走行する大型車両による通信遮断しか発生しないが，第 2 車線や第 3車線は隣
接車線を走行する大型車両による通信遮断が支配的であり，通信遮断継続時聞は極
めて長時間となる.これに加え，渋滞流では各車線の大型車両混入率の差が小さい

















































12 10 8 6 4 2 。
throughput [1\置bps]
(b) L=100m 













































4 6 8 10 12 
throughput rMbps] 
(b) L=100m 





さらに，図 3.18の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 5m の場合に通信












また，図 3.19の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 10m の場合に通信
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表 3.4 平均実効伝送速度 (Congested flow) 
(a) L=50m 
RBS height 5m 10m 
I Modulation 1叫od 64QAM adaptive 64QAM adaptive 
Lane 1 10.34 10.72 10.12 10.74 
Lane 2 7.56 8.06 10.64 11.26 
Lane 3 6.15 7.94 7.77 9.06 
[Mbps] 
(b) L=100m 
RBS height 5m 10m 
1 M仙latio山etho 64QAM adaptive 64QAM adaptive 
Lane 1 7.21 8.52 7.38 8.80 
Lane 2 5.06 6.11 8.40 9.89 
Lane 3 4.04 6.00 6.42 8.03 
[Mbps] 
た，車線毎で比較すると，適応変調方式を用いた場合の平均実効伝送速度の改善効
果は第 1 車線ほど小さく第 3 車線ほど大きいことが分かる.さらに，通信ゾーンを
拡大することで平均実効伝送速度はより大きく向上でき，例えば，路側アンテナ高
が 5m の場合の普通車両においては，通信ゾーンが 50m のときに適応変調方式を
用いることで，第 1 車線で1.04 倍，第 3 車線で1.29 倍となったものが，通信ゾー
ンを 100m とすれば第 1 車線で1.18 倍，第 3 車線で1.48 倍にまで向上できる.
3.3.5 平均受信データ量
通信ゾーン内に存在する複数の車両による時分割多重を用いたダウンリンク通
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図 3.21
図 3.20より，自由流の場合はいずれの車線においても RBS 間隔が大きくなる
に従って平均受信データ量が徐々に増加するが， RBS 間隔が第 1 車線，第 2 車線，






を与える RBS 間隔も第 3 車線ほど、小さい値になる.
自由流におけ
一方，図 3.21より，渋滞流の場合の平均受信データ量は， RBS 間隔が 50m か
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(a) 集中アンテナシステム (b) 分散アンテナシステム
図 4.1 分散アンテナの適用効果
これに対し，複数の RBS を用いて 1 つの路車問通信セルを構築する分散アンテ
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(a) 路側均等配置 CRoadside) (b) 中央均等配置 CMall)
図 4.2 片側 RBS 配置
(a) 向合せ配置 CCross) (b) 千鳥配置 CStagger)
図 4.3 両側 RBS 配置
(a) 1 局ガントリ配置 Cl-set gantry) (b) 2 局ガントリ配置 C2-sets gantry) 
図 4.4ガントリ RBS 配置




(a) 片側 RBS 配置の例 (b) 両側 RBS 配置の例
図 4.5 RBS 密度 (2 の場合)
ル構成法を示す.図 4.2は道路の片側からの送信を仮定した場合(片側 RBS 配置)
であり， RBS を路側に均等に配置したものを (a) 路側均等配置，中央分離帯に均
等に配置したものを (b) 中央均等配置と呼ぶ.また，図 4.3は道路の両側からの送
信を仮定した場合(両側 RBS 配置)であり， RBS を対面に配置したものを (a) 向
合せ配置，交互に配置したものを (b) 千鳥配置と呼ぶ.さらに，図 4.4は道路上の
ガントリからの送信を仮定した場合(ガントリ RBS 配置)であり， RBS 老中央車
線上に配置したものを (a)1 局ガントリ配置，各車線聞に配置したものを (b)2 局ガ
ントリ配置と呼ぶ.これらの分散アンテナ配置法は，ガントリ配置を除いていずれ
も道路照明の標準的な配置法として一般的に用いられている手法である [90].
さらに， RBS の設置コストの観点から全ての RBS 配置において公平な比較を
行うため，本論文では RBS 密度 (RBS density) をパラメータとして変化させる.
ただし， RBS 密度とは車線の延長方向 100m あたりの RBS の数として定義する.
例えば， RBS 密度が 2 の場合の RBS 配置は図 4.5のようになり，路側片側配置で
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表 4.1 シミュレーション条件
'Iransmitted frequency, f 5.8 GHz 
τransmitted power, Pt 10 dBm 
RBS 
(τransmitt町)
Antenna con五guration Omni-dipole 
Antenna gain, Gt 2 dBi 
Antenna height, hb 6m or 12m 
Antenna configuration Omni-dipole 
Antenna gain, Gr 2 dBi 
OBU Bandwidth, B 5 MHz 
(Recei刊r) N oise figure, F 10 dB 
Modulation method QPSK 
Required BER 10-5 
Lane width, Wl 4.0m 
Roadside width, Ws 2.0 m 
Road reflection coefi.cient 0.8 
Vehicle reflection coe由cient 0.9 
Vehicle length (Std) 4.5 m, (Lrg) 10.0 m 
Vehicle width (Std) 2.5 m, (Lrg) 2.5 m 
Vehicle height (Std) 1.5 m, (Lrg) 4.0 m 
Vehicle dashboard height (Std) 1.0 m, (Lrg) 2.5 m 
Std: Standard-sized vehicle, Lrg : Large伺sized vehicle 
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表 4.2 交通流に関するパラメータ
Lane 1 Lane 1 1 Lane 2 1 Lane 3 
Mean vehicle speed 80 km/h 95 km/h 110 km/h 
Free Mean time headway 3.5 sec 2.5 sec 2.0 sec 
丑ow Pha.'le (Congestion factor) 7 4 3 
Large-sized vehicle rate (LVR) 0.8 0.7 0.4 
Mean vehicle speed 10 km/h 15 km/h 20 km/h 
Congested Mean time headway 5.5 sec 5.0 sec 4.5 sec 
flow Phase (Congestion factor) 6 6 6 
Larg令sized vehicle rate (LVR) 0.5 0.4 0.3 
表 4.1に，本節で用いる計算機シミュレーションの条件を示す.本シミュレー
ションでは路車開通信システムにおけるダウンリンクを検討対象とし， DSRC の標
準規格に基づいて変調方式及び所要 BERをそれぞれ QPSK 及び 10-5 に設定した.
ただし，誤り訂正符号の適用は考慮していない.また， 1 つの路車問通信セルを構
成する分散アンテナ間の電波干渉は考慮するが，隣接する路車間通信セルから到来
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4.4.2 通信遮断率
4.4.2.1 自由流における通信遮断率
図 4.6及び図 4.7に，路側アンテナ高が 6m と 12m の場合の自由流における RBS
密度に対する通信遮断率をそれぞれ示す.ただし，各図中の (a) ， (b) 及び (c) はそ
















4.4.2.1.1 片側 RBS fia置の特性
図 4.6より，路側アンテナが低い場合の路側均等配置と中央均等配置の間で各
車線の通信遮断率を比較すると，路側均等配置では第 3 車線ほど，また中央均等
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(c) Lane 3 
図 4.6 RBS 密度に対する通信遮断率(Free fiow, hb=6m) 
4.4 シミュレーション
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図 4.7 RBS 密度に対する通信遮断率(Free flow, hb=12m) 
71 
4 
72 第 4章 分散アンテナを用いた複局同時送信による通信遮断解消技術





(a) 向合せ配置 (b) 千鳥配置
図 4.8 千鳥配置による通信遮断解消効果
電力減衰により，その低減が相殺されるからである.さらに， RBS 密度を 1 から
4 すなわち RBS 間隔を 100m から 25m に縮小することにより，通信遮断率の値を
最大で 1/10 程度に抑えられることが同図より分かる.
4.4.2.1.2 両側 RBS 配置の特性
図 4.6及び図 4.7より，向合せ配置と千鳥配置における各車線の通信遮断率を比
較すると，ある RBS 密度における RBS 間隔は片側 RBS 配置の 2 倍となっている








車線の通信遮断率に注目すると，第 1 車線と第 3 車線においては両者に大差はない
が，第 2 車線では千鳥配置の方が良い特性が得られていることが分かる.これは，
千鳥配置は向合せ配置における中央分離帯側の RBS を，その間隔の半分だけオフ
セットした配置に過ぎないため，第 1 車線と第 3 車線に与える通信遮断の低減効果
はほとんどないものの，第 2 車線に対しては図 4.8に示すように幾何学的に優れた
配置法となっているからである.すなわち，第 2 車線における大型車両が直後を走
行する対象車両ヘ引き起こす通信遮断の影響は，片側 RBS 配置を向合せ配置に変




り顕著に現れていることが図 4.7より分かる.また. RBS 密度を 1 から 4 すなわち
RBS 間隔を 200m から 50m に縮小することにより，通信遮断率の値を最大で 1/20
程度に抑えられるととが同図より分かる.
4.4.2.1.3 ガントリ RBsDa置の特性
図 4.6より，路側アンテナ高が低い場合の 1 局ガントリ配置における各車線の通





高く設置しても大きな変化がないことが図 4.7より分かる.さらに. RBS 密度を 1
から 4 すなわち RBS 間隔を 100m から 25m に縮小することにより，通信遮断率の
値を最大で 1/10 程度に抑えられることが同図より分かる.
次に，図 4.6において路側アンテナ高が低い場合の 2 局ガントリ配置における




よる比較的大きな電力が得られることに起因する.また. RBS 密度を 1 から 4 す






が悪化していることが図 4.7より分かる.また，第 2 車線においては向合せ配置の







図 4.9及び図 4.10に，路側アンテナ高が 6m と 12m の場合の渋滞流における RBS
密度に対する通信遮断率をそれぞれ示す.ただし，各図中の (a) ， (b) 及び (c) はそ
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(c) Lane 3 
図 4.9 RBS 密度に対する通信遮断率 (Congested flow, hb=6m) 
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I 1 
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(c) Lane 3 
図 4.10 RBS 密度に対する通信遮断率 (Congested flow, hb=12m) 
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4.4.2.2.2 両側 RBSÖa置の特性
図 4.9及び図 4.10より，向合せ配置と千鳥配置の聞で各車線の通信遮断率を比
較すると，やはり自由流の場合と同様の理由により，ある RBS 密度における RBS
間隔は片側 RBS 配置の 2倍となっているにも関わらず，ほとんどの RBS 密度にお
いて片側 RBS 配置の場合よりも良い通信遮断率が得られていることが分かる.特
に，第 2 車線では路側アンテナを高く設置することで隣接車線からの通信遮断が発
生しなくなるため，幾何学的位置関係により 2 本の RBS までの見通し線が同時に
遮られる向合せ配置や 2局ガントリ配置に比べ，千鳥配置の通信遮断率が最も良い
特性を示していることが図 4.10より分かる.また， RBS 密度を 1 から 4 すなわち
RBS 間隔を 200m から 50m に縮小することにより，自由流の場合と同様に通信遮
断率の値を最大で 1/20 程度に抑えられることが同図より分かる.
4.4.2.2.3 ガントリ RBS 配置の特性
路側アンテナ高が高い場合の 2 局ガントリ配置における各車線の通信遮断率は
自由流と異なる振舞いを示しており，第 1 車線と第 3 車線における通信遮断率が，
路側アンテナ高が低い場合のものと比較して大きく低減されていることが図 4.9及









異なる.そこで，本項では平均通信遮断継続時間 (MLBD: Mean Link-Blocking 
Duration) について検討を加える.
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(b) 九=12m
図 4.11 RBS 密度に対する平均通信遮断継続時間(Free flow) 
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図 4.12 RBS 密度に対する平均通信遮断継続時間 (Congested fl.ow) 
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ると， RBS 密度が 2 となるまでは長時間の通信遮断の低減が支配的であり，この
値を超えると長時間の通信遮断はほとんど解消されないことを示していると考えら
れる.
これに対し，両側 RBS 配置における平均通信遮断継続時間は， RBS密度の増加
に伴ってほぼ単調に減少しており，路側アンテナが低く設置されている場合は RBS
密度を 2.5 以上 (RBS 間隔:S80m) , 路側アンテナが高く設置されている場合は
RBS 密度を 2 以上 (RBS 間隔三100m) とすることにより， RBS 密度が 4 (RBS 
間隔=50m) の場合と同程度の平均通信遮断継続時聞が得られることが同図より分
かる.また，向合せ配置と 2 局ガントリ配置の場合は， RBS 密度が 2 を下回ると
平均通信遮断継続時聞が急激にd悪化し，その特性は 2 局ガントリ配置においてより
顕著に現れていることが分かる.特に， RBS 密度が 2 から 1 になると，平均通信
遮断継続時間は自由流で最大 6 倍，渋滞流で最大 8 倍にまで悪化することが分か
る.これは， 2 局ガントリ配置における通信遮断は同一車線を走行する大型車両が
引き起こし，大型車両の電波の影を抜け出すのに長時間を要するためである.
一方，千鳥配置の場合は RBS 密度が 2 を下回っても平均通信遮断継続時聞は
片側 RBS 配置と同様の振舞いを行い， RBS 密度を 2 から Hこすることによる平均
通信遮断継続時間の悪化の割合は， 1.5 倍から 3 倍程度に抑えられていることが分









由流と渋滞流における全車線の RBS 密度に対する実効セル面積拡張率 CEffective







実効セル面積=通信ゾーン面積x (1 一通信遮断率) (4.1) 






ル面積拡張率が 1 を下回る場合が多く，ほとんどの RBS 密度に対して実効セル面
積の拡張効果が得られないことが分かる.これは，中央均等配置は RBS を路側均





これに対し，千鳥配置又は 2 局ガントリ配置を用いて RBS 密度を 2.5 以下と
すると，路側アンテナ高が低い場合は RBS 密度の減少に従って実効セル面積拡張
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図 4.13 RBS 密度に対する実効セル面積拡張率(Free flow) 
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図 4.14 RBS 密度に対する実効セル面積拡張率 (Congested flow) 
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率が大きくなる傾向があり， RBS 密度が 1 の場合に自由流で1.1.渋滞流で1.2 の
拡張率が得られていることが図 4.13(a) 及び図 4.14(a) から分かる.また，千鳥配
置の場合，この効果は路側アンテナを高く設置しでも維持でき， RBS 密度が 1 の
場合に自由流で1.13，渋滞流で1.15 の拡張率が得られることが図 4.13(b) 及び図
4.14(b) より分かる.これは， RBS を道路に対して非対称に配置することによる効
果であり，路側アンテナ高に関わらず高い実効セル面積拡張効果が得られる分散ア
ンテナ配置法と言える.



































できる.例えば，路側アンテナ高が 10m の場合， 64QAM (BER=10-5 ) に




ー自由流と渋滞流ともに，第 2 車線及び第 3 車線における通信遮断率は，路側














ー上記と同様に所要 CNRを低くすることにより，路側アンテナ高が 10m で通
信ゾーンを 50m とした場合，自由流の場合は第 1 車線の全車両の 99%以上







することにより，通信ゾーンを 50m から 100m に拡大しても通信遮断継続時
間の悪化を小さく抑えられる.






























ー向合せ配置と千鳥配置は，ある RBS 密度における RBS 間隔が片側 RBS 配置
の場合の 2 倍となるにも関わらず，ほとんどの RBS 密度に対して片側 RBS
配置の場合よりも良い通信遮断率が得られる.
ー自由流と渋滞流ともに，千鳥配置又は 2 局ガントリ配置を用いることで最も
通信遮断率を低く抑えられる.また，その通信遮断率は RBS 間隔を 200m か
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ら 50m へと縮小することにより，自由流の場合，それぞれ最大約 1/20 と約





RBS 密度が 2.5 以上 (RBS 間隔:S80m) ，路側アンテナ高が高い場合は RBS
密度が 2 以上 (RBS 間隔:S100m) のとき， RBS 密度が 4 (RBS 間隔=50m)
のときと同程度の良好な平均通信遮断継続時間 (0.05~0.lsec) が得られる.
『千鳥配置を用いたときの平均通信遮断継続時聞は， RBS 間隔によらず低い値
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この手法を適用して，鉄道検車場における無線 LAN システム (IEEE802.11b) の
電波伝搬環境を数値計算により検証した例を示す.
図 A.1(a) に，検証の対象とした鉄道検車場の見取り図を示す.検車場内には 12
基の無線 LAN アクセスポイント (AP : Access Point) が配備され，検車場内に待
機する列車と無線通信が可能である.各 AP における送信アンテナには 13 段コー
リニア型半波長ダイポールアンテナが用いられ， AP7, AP9, AP10，及び AP12以




次に，図 A.1(b) に数値計算に用いる鉄道検車場のモデルを示す. AP5 付近に
設置されている歩道橋を走行開始地点 A， AP3 付近を走行終了地点 B として，第
9番線の走行を想定した数値計算を行う.本モデルでは，走行開始地点 Aから走行
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Reference track 9th track 
τransmitted power 10 dBm 
Antenna con五guration
13 elements colinear-type 
AP 1/2-wavelength dipole 
Antenna gain 10 dBi 
Connection cable loss 8 dB 
Antenna con五guration 1/2-wavelength dipole 
Antenna gain 2 dBi 
Train 
Antenna height 2.5 m 
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(a) は検修庫における電波反射を考慮した場合であり，同図 (b) はこれを考慮しな
い場合の計算結果である.各図の横軸は列車の位置であり，図 A.3と比較を行うた
めに地点 P の位置を同図中に示した.





























-AP2 からの受信信号電力の最大値は，実測値と計算値で数 dBm 程度の差は
あるものの，いず、れの場合も約-60dBm となっておりよく一致している.


























B 直交振幅変調方式の平均 BER 105 
B 直交振幅変調方式の平均 BER
本章では，平均 0，分散 σ2 のガウス雑音環境下における直交振幅変調方式の
平均 BER の導出を行う.図 B.1に，変調多値数が M である直交振幅変調 CM-ary
QAM) 方式の同相ー直交平面における信号点配置を示す.ただし ， 1¥1  = 22m であ
り ， 2m は 1 つの信号点当りのピット数である.
ある信号点が，隣接する特定の信号点と誤って判定される(例えば図 B.1中の
信号点 dを信号点 e と誤る)確率を九とすると，各信号点が等確率で発生する仮
定の下で
Pe 訂声明(る) dx 
一 品川本) (B.1) 
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信号点の振幅が A の場合(例えば図 B.1中の信号点 h) ，信号点が誤って判定
される場合は信号点 e もしくは信号点 g の 2 通りであるから，信号点在誤る確率
(SER : Symbol Error Rate) は 2凡で与えられる.
信号点の同相成分もしくは直交成分のいずれか一方の振幅が AIV2の場合(例
えば図 B.1中の信号点 e) ，信号点が誤って判定される場合は信号点 b，信号点 d，
信号点 h の 3 通りであるから， SER は 3凡で与えられる.
信号点がその他の位置に存在する場合(例えば図 B.1中の信号点 d) ，信号点が
誤って判定される場合は信号点 a，信号点 c，信号点 e，信号点 g の 4 通りである
から， SER は 4凡で与えられる.
従って，各信号点の発生確率が等確率であるとき， M-ary QAM の SER は
SER = 4 ・ 2九十 4(2m -2) ・ 3九十 {22m -4 -4(2m -2)} ・ 4九
r 4 6. ~n_ 2 ..._ _ ,.... .1 _ I 五 1
= I')~ +刃(22m -2) 十戸(22m -2m+2 + 4)] e地卜云)L22m '22m'- -" 22m'- - '~'J -~~- \日 ωj
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となるので，式 (B.5) を用いて式 (B.4) を書き直すと
昨古 (1 方)吋示
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